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 本工事は、熱中症対策に資する現場管理費
の補正の試行工事の対象とし、日最高気温の
状況に応じた現場管理費の補正を行う対象工
事である。
 本工事は、国土交通省が提唱するi-Con‑
structionに基づき、ＩＣＴの全面的活用を
図るため、起工測量、設計図書の照査、施工、
出来形管理、検査及び工事完成図や施工管理
の記録及び関係書類について３次元データを
活用するＩＣＴ活用工事である。
 本工事は、落札決定後に「予定価格（税抜
き）、予定価格（税抜き）の積算内訳、調査
基準価格、落札理由（総合評価方式）」、契約
締結後に「積算の内訳」を示す資料を公表す
る工事である。「積算の内訳」については、契
約後に適宜、中国地方整備局のホームページ
により公表する。
 本工事は、港湾建設業等における労働賃金
改善に関する取組みを促進するための「労務
費見積り尊重宣言」促進モデルの試行工事で
ある。
 本工事は、賃上げを実施する企業に対して
総合評価における加点を行う工事である。
 本工事は、受発注者間の業務の効率化を目
的とした工事書類簡素化、集約化の試行工事
である。
 本工事は、電子納品物検査支援システムを
使用したオフライン方式による電子検査の試
行工事である。
 本工事は、特記仕様書の参考資料として、
工程に関する施工条件や関係機関との調整等
の懸案事項となる案件に関する対応等を一覧
できる「チェックリスト」の明示を行う試行
工事である。
 本工事は、建設キャリアアップシステム（以
下「ＣＣＵＳ」という）の普及促進を図るＣ
ＣＵＳ活用モデル工事である。
 本工事は、国土交通省が行う「海外インフ
ラプロジェクト技術者認定・表彰制度」にお
いて、認定又は表彰された工事実績を企業の
同種工事の施工実績及び技術者の同種工事の
施工経験として評価する工事である。
 本工事は、港湾建設業等における取引事業
者全体での付加価値の向上や適正な転嫁を進
める環境整備を促進し、港湾建設業等におけ
る海洋土木工の担い手を確保するため、受注

者（元請企業）及び下請企業が「港湾工事パー
トナーシップ強化宣言」を行い、下請契約を
締結する受注者に対し、現場管理費率を割増
し、下請企業への波及効果を検証する「諸経
費検証モデル」の試行工事である。

２ 競争参加資格
本工事の一般競争入札に参加するためには
からに示す要件をすべて満たさなければなら
ない。
次に掲げる条件を満たしている者により構成
される特定建設工事共同企業体、経常建設共同
企業体又は単体有資格業者であること。
なお、特定建設工事共同企業体として競争に
参加する場合は、別に公示する特定建設工事共
同企業体の資格決定を受けていること。
 予決令第70条及び第71条の規定に該当しな
い者であること。
 中国地方整備局（港湾空港関係）における
港湾等しゅんせつ工事に係る令和３・４年度
一般競争参加資格の決定を開札の時までに受
けていること（会社更生法（平成14年法律第
154号）に基づき更生手続開始の申立てがな
されている者又は民事再生法（平成11年法律
第225号）に基づき再生手続開始の申立てが
なされている者については、手続開始の決定
後、当該地方整備局副局長が別に定める手続
に基づく一般競争参加資格の再決定を受けて
いること。）。
また、中国地方整備局（港湾空港関係）に
おける港湾等しゅんせつ工事に係る令和５・
６年度一般競争参加資格の申請を行い、受理
されていること。（会社更生法（平成14年法律
第154号）に基づき更生手続開始の申立てが
なされている者又は民事再生法（平成11年法
律第225号）に基づき再生手続開始の申立て
がなされている者については、手続開始の決
定後、当該地方整備局副局長が別に定める手
続に基づく一般競争参加資格の再決定を受け
ていること。）。但し、開札の時までに、中国
地方整備局（港湾空港関係）における港湾等
しゅんせつ工事に係る令和５・６年度一般競
争参加資格決定が得られない場合は、当該工
事の入札は、競争に参加する資格を有しない
者のした入札に該当し、入札は無効とする。

 特定建設工事共同企業体の代表者、単体
有資格業者又は経常建設共同企業体にあっ
ては、中国地方整備局（港湾空港関係）に
係る港湾等しゅんせつ工事に係る一般競争
参加資格の決定の際に算定した客観点数
が、950点以上の者であること（会社更生
法（平成14年法律第154号）に基づき更生
手続開始の申立てがなされている者又は民
事再生法（平成11年法律第225号）に基づ
き再生手続開始の申立てがなされている者
については、手続開始の決定後、中国地方
整備局副局長が別に定める手続に基づく一
般競争参加資格の再審査の際に算定した港
湾等しゅんせつ工事における客観点数が、
950点以上の者であること。）。
 特定建設工事共同企業体の代表者以外の
構成員にあっては、中国地方整備局（港湾
空港関係）における港湾等しゅんせつ工事
に係る一般競争参加資格の決定の際に算定
した客観点数が、750点以上の者であるこ
と（会社更生法（平成14年法律第154号）
に基づき更生手続開始の申立てがなされて
いる者又は民事再生法（平成11年法律第
225号）に基づき再生手続開始の申立てが
なされている者については、手続開始の決
定後、中国地方整備局副局長が別に定める
手続に基づく一般競争参加資格の再審査の
際に算定した港湾等しゅんせつ工事におけ
る客観点数が、750点以上の者であるこ
と。）。

 特定建設工事共同企業体の代表者以外の
構成員にあっては、平成19年度以降に元請
として完成・引き渡しの完了した、次の同
種工事の施工実績を有すること。ただし、
新型コロナウィルス感染症の感染拡大防止
を目的として工事の工期の延長又は検査の
延長を行ったことにより、本工事の競争参
加資格確認申請日までに完成・引き渡しの
完了しなかった工事については、本工事の
競争参加資格確認申請日までに完成・引き
渡しが完了したものとして取り扱う。この
場合、新型コロナウィルス感染症の感染拡
大防止を目的として工事の工期の延長又は
検査の延長を行ったことを確認できる資料
を添付すること。（共同企業体の構成員とし
ての施工実績は、出資比率が20％以上であ
ること。ただし、乙型共同企業体の同種工
事の施工実績については、出資比率にかか
わらず各構成員が施工を行った分担工事の
実績であること。）
同種工事とは、以下に掲げる工事とする。
・グラブ浚渫船による海上での浚渫あるい
は床掘工事において、純土量20000以
上を施工した工事。

 及びにおいて当該施工実績が全地方
整備局、北海道開発局及び沖縄総合事務局
の発注した工事（いずれも港湾空港関係）
に係る施工実績である場合にあっては、工
事成績評点表の評定点合計（以下「評定点
合計」という。）が65点未満のものを除く。

 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（の
再決定を受けた者を除く。）でないこと。
 特定建設工事共同企業体の代表者、単体
有資格業者又は経常建設共同企業体の全て
の構成員にあっては、平成19年度以降に元
請として完成・引き渡しの完了した、次の
同種工事の施工実績を有すること。ただし、
新型コロナウィルス感染症の感染拡大防止
を目的として工事の工期の延長又は検査の
延長を行ったことにより、本工事の競争参
加資格確認申請日までに完成・引き渡しの
完了しなかった工事については、本工事の
競争参加資格確認申請日までに完成・引き

渡しが完了したものとして取り扱う。この
場合、新型コロナウィルス感染症の感染拡
大防止を目的として工事の工期の延長又は
検査の延長を行ったことを確認できる資料
を添付すること。（共同企業体の構成員とし
ての施工実績は、出資比率が20％以上であ
ること。ただし、乙型共同企業体の同種工
事の施工実績については、出資比率にかか
わらず各構成員が施工を行った分担工事の
実績であること。）
同種工事とは、以下に掲げる工事とする。
・グラブ浚渫船による海上での浚渫あるい
は床掘工事において、純土量50000以
上を施工した工事。
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